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市税
72億9千万円

22.5％
諸収入

29億9千万円
9.2％ 分・負担金使用料等

7億円　2.2％

地方交付税
103億5千万円

31.9％

市債
31億3千万円

9.7％

国庫支出金
29億8千万円 

9.2％ 

地方譲与税ほか
19億円　5.8％

県支出金
13億1千万円　4.1％

その他
17億4千万円　5.4％

民生費
80億6千万円

25.3％

総務費
50億3千万円

15.8％

公債費
42億8千万円

13.4％

土木費
37億7千万円

11.8％

教育費
29億8千万円

9.4％
衛生費

27億6千万円
8.7％

その他
15億2千万円　4.7％

消防費
11億8千万円　3.7％

諸支出金
11億4千万円　3.6％

商工費
11億3千万円
3.6％

自主財源 

依存財源 

市税割合が22.5％なのに対し、
地方交付税割合は 31.9％
と全体の約１/３を占め、
大きく依存しているこ
とが分かります。 

福祉事業などのため、民
生費の割合が最も高くな
っています。次いで総
務費となっています
が、合併により引
継いだ基金の積
立金によるも
のです。 

市税の内訳 
市民税（個人） 

市民税（法人） 

固定資産税 

市たばこ税 

都市計画税 

その他 

18億7千万円 

市債の残高 （計72億9千万円） (計369億6千万円） 

土木債 
教育債 

農林水産債 
民生債 

公営住宅債 
消防債 
商工債 

災害復旧債 
過疎債ほか 

98億4千万円 

45億7千万円 

33億1千万円 

22億7千万円 

16億7千万円 

3億円 

7千万円 

2億1千万円 147億2千万円 

9億円 

37億円 

5億円 

2億円 

1億2千万円 

公債費 

1人当たりの歳出 

平成18年３月31日現在の 
人口84,148人 （ ） 

市債（借金）の返済に使われました 

衛生費ほか 

検診やごみ処理の経費、消防や観光 
施設の運営費などに使われました 

教育費 

幼稚園や小中学校、公民館等の運営 
費に使われました 

土木費 

建物や道路の建設、公園の管理など 
に使われました 

民生費 

高齢者や障害者、児童の福祉などに 
使われました 

総務費 

財産管理や選挙、電算運用費などに 
使われました 
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